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伊達市の介護保険事業の特徴 
（令和６年度） 

 

介護保険料 

 第９期計画策定時に介護保険料の基準月額をこれまでの 4,930 円から 5,300 円に引上げ 
 保険料段階を９段階から 13 段階化 

 

要介護認定状況 

 令和 6 年度末で介護認定を持つ被保険者方は約 2,600 人（R5:2,545 人、R4:2,548 人） 
 65 歳以上の人口は減少に転じているが、介護サービスを使うメイン層である 80 歳以上人口は逓増が見込ま

れるため、今後 15 年程度は認定者数が増え続ける見込み 
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 令和 6 年度の認定率は 21.5％ 
 西胆振の近隣や道内の同規模自治体と比較すると高い水準 

⇒圏域としてサービスがそれなりに揃っていることに起因しているものと考えられる 

【近隣との比較】 

 

【同規模自治体との比較】 

 

 

収支決算状況（給付費の概要） 

 給付費総額は前年度比 5.45％の増   
 令和 6 年 4 月に介護報酬改定あり。改定率+1.59%。 
 給付費増の大きな要因は施設介護サービス費の増（1 億 2325 万円の増） 
 近年、サービス利用の伸び率が高いのは医療系サービス（通所リハビリ+10.9% など） 
 在宅での通いサービスは減少傾向（通所介護△10.5%、短期入所生活介護△20.5%） 
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＜収支の状況＞ （単位：円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

１　保険料 642,221,900 634,379,400 689,454,900

２　分担金及び負担金 186,720 211,510 208,270

３　使用料及び手数料 7,600 7,800 8,600

４　国庫支出金 876,121,691 911,206,688 950,886,507

５　支払基金交付金 903,248,678 932,658,000 1,015,640,648

６　道支出金 541,499,414 569,134,276 580,148,484

７　財産収入 32,962 65,280 331,673

８　繰入金（一般会計） 540,840,492 572,281,505 586,036,691
0 38,700,000 8,800,000

９　繰越金 28,860,773 48,726,187 25,043,811
10　諸収入 824,225 508,409 344,710

3,533,844,455 3,707,879,055 3,856,904,294
１　総務費 56,104,053 65,886,484 66,218,737

２　保険給付費 3,239,145,342 3,400,143,114 3,585,463,166

介護サービス等諸費 3,034,590,611 3,182,818,125 3,348,276,264
 うち介護給付分 (2,885,589,455) (3,030,755,884) (3,192,306,949)

うち予防給付分 (149,001,156) (152,062,241) (155,969,315)

その他諸費 2,754,961 2,814,176 2,916,791

高額介護サービス等費 93,813,804 102,209,831 109,920,124
 うち介護給付分 (93,667,080) (102,043,745) (109,774,058)

うち予防給付分 (146,724) (166,086) (146,066)

特定入所者介護サービス等費 107,985,966 112,300,982 124,349,987
 うち介護給付分 (107,973,858) (112,286,332) (124,340,372)

うち予防給付分 (12,108) (14,650) (9,615)

３　地域支援事業費 155,861,387 166,295,479 160,624,665
介護予防・生活支援総合事業費 90,654,900 92,542,860 93,775,259

包括的支援事業・任意事業費 65,206,487 73,752,619 66,849,406

４　保健福祉事業費 455,248

５　基金積立金 11,701,741 16,855,516 623,832

６　公債費 0 0 0

７　諸支出金 22,113,545 33,654,651 36,954,300

８　予備費 192,200 0 0
3,485,118,268 3,682,835,244 3,850,339,948

48,726,187 25,043,811 6,564,346

16,790,236 292,159 315,909

　　　　〃　　（基金）

歳
入

計

歳
出

計

差引収支（歳入－歳出）

国庫負担金等の返還分を
除いた収支
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介護サービス別分析状況 

【サービス量】 

 

年度計画 年度実績 進捗率（％） 分析評価 課題点 対応策

訪問介護 回／月 2,792 2,049 73.4%

訪問入浴介護 回／月 91 52 57.1%

伊達市に実施している事業所はない
ため、他市の事業所を利用している方
がいる。単位数及び給付費において
は各月でかなりばらつきがある。

前年度と比較すると利用者が減ってい
るわけではないが、現在のサービスの
あり方がニーズと一致しているか分析
をすることが必要と考える。

10期計画策定に向けて、居宅介護支
援専門員や事業所と協議し、対応を検
討する。

訪問看護 回／月 859 738 86.0%

訪問リハビリテーション 回／月 930 921 99.1%

通所介護 回／月 867 664 76.5%

通所リハビリテーション 回／月 2,174 1,887 86.8%

短期入所生活介護 日／月 324 236 72.8%

短期入所療養介護 日／月 322 70 21.6%

介護療養型医療施設が廃止となり、
介護医療院へ転換することを見込み、
計画値を策定していたが、実績が下回
る結果となった。

現在のサービスのあり方がニーズと一
致しているか分析をすることが必要と
考える。

10期計画策定に向けて、居宅介護支
援専門員や事業所と協議し、対応を検
討する。

特定施設入居者生活介護 人／月 83 87 105.3%

居宅療養管理指導 人／月 126 144 114.3%

福祉用具貸与 人／月 459 449 97.7%

特定福祉用具販売 人／月 11 9 81.8%

住宅改修 人／月 10 7 73.0%

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護

人／月 4 9 225.0%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

利用が住所地特例者に限られ、かつ、
今後も利用が継続するかは不明であ
り、特段の課題はないと考える

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。

夜間対応型訪問介護 人／月 0 0  

地域密着型通所介護 回／月 609 944 155.0%
通常型から地域密着型に転換した事
業所があったため

左記のとおりのため、特段の課題はな
いと考える。

分析評価のとおり、特段の課題はない
と考える。

認知症対応型通所介護 回／月 141 46 32.8%
令和６年７月から市内唯一の事業所
が再開したことから、実績が計画より
少なくなった。

年度途中の再開となり、開始月である
７月は利用回数が少なかったものの、
利用者が徐々に定着してきている。
利用回数が安定してきた際に計画の
見直しが必要か判断できるため、現時
点は特段の課題がないと考える。

左記のとおり現時点では、特段の対応
を要するものではないと考える。

小規模多機能型居宅介護 人／月 19 13 65.8%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

計画の母数が少ないため、特段の課
題はないと考える。

計画に対し数名の差であり、特段、問
題ないと考える。

認知症対応型共同生活介
護

人／月 97 92 94.4%

地域密着型特定施設入居
者生活介護

人／月 0 0  

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

人／月 29 28 97.2%

看護小規模多機能型居宅
介護

人／月 1 0 0.0%
市内に事業所がないものの、住所地
特例での利用を見込んでいたが、結
果的に利用者はいなかった。

住所地特例の利用者１名を見込んで
いたものであるため、結果利用者はい
なかったが、特段の課題はないと考え
る。

左記のとおり、特段の対応を要するも
のではないと考える。

介護老人福祉施設 人／月 216 229 105.8%

介護老人保健施設 人／月 169 172 101.6%

介護医療院 人／月 140 149 106.4%

介護療養型医療施設 人／月 0 0  

介護予防訪問入浴介護 回／月 0 0  

介護予防訪問看護 回／月 192 97 50.4% 各月利用回数が減となっている。
現在のサービスのあり方がニーズと一
致しているか分析をすることが必要と
考える。

10期計画策定に向けて、居宅介護支
援専門員や事業所と協議し、対応を検
討する。

介護予防訪問リハビリ
テーション

回／月 152 102 67.0%
１月・２月の実績が減となっている。事
業所が減っているわけではないため、
一時的なものなのか分析が必要。

左記のとおり、１月・２月の実績の減が
一時的なものなのか、ニーズがなく
なってきているのか、分析する必要が
あると考える。

R7の実績等を確認したうえで、計画値
の見直しが必要なのか、分析する必
要がある。

介護予防通所リハビリ
テーション

人／月 210 200 95.3%

介護予防短期入所生活介
護

日／月 4 5 120.0%

介護予防短期入所療養介
護

日／月 4 6 156.1%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

計画の母数が少ないため、特段の課
題はないと考える。

計画に対し数日の差であり、特段、問
題ないと考える。

介護予防特定施設入居者
生活介護

人／月 30 25 84.0%

介護予防居宅療養管理指
導

人／月 12 16 135.0%

介護予防福祉用具貸与 人／月 238 236 99.2%

特定介護予防福祉用具販
売

人／月 7 4 60.0%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

計画の母数が少ないため、特段の課
題はないと考える。

計画に対し数名の差であり、特段、問
題ないと考える。

住宅改修 人／月 7 6 84.3%

介護予防認知症対応型通
所介護

回／月 2 0 0.0%
もともとのサービス見込み量がかなり
少ないもので、結果的に利用がなかっ
た。

要支援者の利用がなかったことについ
ては、在宅で生活が維持できており、
特段の課題はないものと考える。

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。

介護予防小規模多機能型
居宅介護

人／月 2 1 50.0%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

計画の母数が少ないため、特段の課
題はないと考える。

計画に対し数名の差であり、特段、問
題ないと考える。

介護予防認知症対応型共
同生活介護

人／月 2 0 0.0%
もともとのサービス見込み量がかなり
少ないもので、結果的に利用がなかっ
た。

要支援者の利用がなかったことについ
ては、在宅で生活が維持できており、
特段の課題はないものと考える。

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。
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【給付費】 

 

年度計画 年度実績 進捗率（％） 分析評価 課題点 対応策

訪問介護 円 102,231,000 95,392,453 93.3%

訪問入浴介護 円 14,011,000 7,838,307 55.9%
給付費及び単位数においては各月で
かなりばらつきがある。

各月ばらつきがあるため、利用者が
減っているわけではないが、現在の
サービスのあり方がニーズと一致して
いるか分析をすることが必要と考え
る。

10期計画策定に向けて、居宅介護支
援専門員や事業所と協議し、対応を検
討する。

訪問看護 円 60,825,000 54,568,073 89.7%

訪問リハビリテーション 円 31,770,000 31,470,421 99.1%

通所介護 円 63,913,000 49,092,932 76.8%

通所リハビリテーション 円 181,185,000 163,604,941 90.3%

短期入所生活介護 円 27,440,000 21,980,843 80.1%

短期入所療養介護 円 43,044,000 8,198,930 19.0%

介護療養型医療施設が廃止となり、
介護医療院へ転換することを見込み、
計画値を策定していたが、実績が下回
る結果となった。

現在のサービスのあり方がニーズと一
致しているか分析をすることが必要と
考える。

10期計画策定に向けて、居宅介護支
援専門員や事業所と協議し、対応を検
討する。

特定施設入居者生活介護 円 193,499,000 198,637,564 102.7%

居宅療養管理指導 円 9,843,000 9,584,590 97.4%

福祉用具貸与 円 61,037,000 58,561,069 95.9%

特定福祉用具販売 円 4,691,000 4,452,988 94.9%

住宅改修 円 9,511,000 5,249,634 55.2%
サービス量の進捗率でいうと大きな乖
離はないため、1件あたりの改修費が
想定より低かったと予測できる。

左記のとおりのため、特段の課題はな
いと考える。

分析評価のとおり、サービス量での大
きな乖離がないため、特段、問題ない
と考える。

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護

円 5,030,000 11,640,985 231.4%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

利用が住所地特例者に限られ、かつ、
今後も利用が継続するかは不明であ
り、特段の課題はないと考える

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。

夜間対応型訪問介護 円 0 0  

地域密着型通所介護 円 56,003,000 93,860,091 167.6%
通常型から地域密着型に転換した事
業所があったため。

左記のとおりのため、特段の課題はな
いと考える。

分析評価のとおり、特段の課題はない
と考える。

認知症対応型通所介護 円 18,159,000 5,852,542 32.2%
令和６年７月から市内唯一の事業所
が再開したことから、実績が計画より
少なくなった。

年度途中の再開となり、開始月である
７月は利用回数が少なかったものの、
利用者が徐々に定着してきている。
利用回数が安定してきた際に計画の
見直しが必要かと考えられるため、現
時点は特段の影響がないと考える。

左記のとおり現時点では、特段の対応
を要するものではないと考える。

小規模多機能型居宅介護 円 36,987,000 23,287,630 63.0%

10/1からGHが再開したことにより、小
多機⇒GHに移行した方がいたため、
10月利用分から、給付費が減となって
いる。

人数は一時的に少なくなったものの、
３月末にかけて元の人数に戻りつつ
あるため、特段の課題はないと考える

左記のとおり現時点では、特段の対応
を要するものではないと考える。

認知症対応型共同生活介
護

円 306,507,000 287,615,323 93.8%

地域密着型特定施設入居
者生活介護

円 0 0  

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

円 93,624,000 94,803,192 101.3%

看護小規模多機能型居宅
介護

円 3,287,000 0 0.0%
市内に事業所がないものの、住所地
特例での利用を見込んでいたが、結
果的に利用者はいなかった。

住所地特例の利用者１名を見込んで
いたものであるため、結果利用者はい
なかったが、特段の課題はないと考え
る。

左記のとおり、特段の対応を要するも
のではないと考える。

介護老人福祉施設 円 638,103,000 673,602,513 105.6%

介護老人保健施設 円 555,254,000 548,814,939 98.8%

介護医療院 円 565,646,000 613,686,521 108.5%

介護療養型医療施設 円 0 0  

介護予防訪問入浴介護 円 0 0  

介護予防訪問看護 円 9,440,000 6,296,894 66.7% 各月給付費が減となっている。
現在のサービスのあり方がニーズと一
致しているか分析をすることが必要と
考える。

10期計画策定に向けて、居宅介護支
援専門員や事業所と協議し、対応を検
討する。

介護予防訪問リハビリ
テーション

円 5,138,000 3,159,666 61.5%
１月・２月の実績が減となっている。事
業所が減っているわけではないため、
一時的なものなのか分析が必要。

左記のとおり、１月・２月の実績の減が
一時的なものなのか、ニーズがなく
なってきているのか、分析する必要が
あると考える。

R7の実績等を確認したうえで、計画値
の見直しが必要なのか、分析する必
要がある。

介護予防通所リハビリ
テーション

円 83,184,000 81,492,510 98.0%

介護予防短期入所生活介
護

円 354,000 317,889 89.8%

介護予防短期入所療養介
護

円 364,000 478,206 131.4%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

計画の母数が少ないため、特段の課
題はないと考える。

計画に対し数万円の差であり、特段、
問題ないと考える。

介護予防特定施設入居者
生活介護

円 30,430,000 22,855,487 75.1%

介護予防居宅療養管理指
導

円 993,000 1,187,870 119.6%

介護予防福祉用具貸与 円 13,326,000 13,235,904 99.3%

特定介護予防福祉用具販
売

円 2,991,000 1,797,750 60.1%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

各月で給付費にばらつきがあるため、
特段の課題はないと考える。

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。

住宅改修 円 4,775,000 3,882,197 81.3%

介護予防認知症対応型通
所介護

円 705,000 0 0.0%
もともとのサービス見込み量がかなり
少ないもので、結果的に利用がなかっ
た。

要支援者の利用がなかったことについ
ては、在宅で生活が維持できており、
特段の課題はないものと考える。

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。

介護予防小規模多機能型
居宅介護

円 1,476,000 725,273 49.1%
計画の母数が小さいため、率にすると
大きな乖離となる。

計画の母数が少ないため、特段の課
題はないと考える。

計画に対し数十万円の差であり、特
段、問題ないと考える。

介護予防認知症対応型共
同生活介護

円 5,592,000 0 0.0%
もともとのサービス見込み量がかなり
少ないもので、結果的に利用がなかっ
た。

要支援者の利用がなかったことについ
ては、在宅で生活が維持できており、
特段の課題はないものと考える。

左記のとおり特段の対応を要するもの
ではないと考える。
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